
（
医
療
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
五
条

医
療
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
三
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
の
六
の
表
第
八
百
七
十
条
の
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
八
百
七
十
条
第
一
項

こ
の
法
律
の
規
定
（
第
二
編
第
九
章
第

二
節
を
除
く
。）

医
療
法
第
五
十
四
条
の
七
に
お
い
て
準

用
す
る
こ
の
法
律
の
規
定

第
七
百
三
十
二
条

医
療
法
第
五
十
四
条
の
七
に
お
い
て
準

用
す
る
第
七
百
三
十
二
条

第
七
百
四
十
条
第
一
項

医
療
法
第
五
十
四
条
の
七
に
お
い
て
準

用
す
る
第
七
百
四
十
条
第
一
項

第
七
百
四
十
一
条
第
一
項

医
療
法
第
五
十
四
条
の
七
に
お
い
て
準

用
す
る
第
七
百
四
十
一
条
第
一
項

平成™›年�月˜ 日 木曜日 (号外第˜œ�号)官 報
政
令
第
百
九
十
五
号

確
定
拠
出
年
金
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
確
定
拠
出
年
金
法
（
平
成
十
三
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
三
条
第
一
項
、
第
九
条
第
一
項
た
だ
し
書
及
び

附
則
第
三
条
第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

確
定
拠
出
年
金
法
施
行
令
（
平
成
十
三
年
政
令
第
二
百
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
二
条
」
を
「
第
一
条
の
二
」
に
改
め
る
。

第
二
章
中
第
二
条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
企
業
型
年
金
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
同
意
を
得
る
べ
き
者
）

第
一
条
の
二

法
第
三
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
者
は
、
当
該
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
に
お
い
て
実
施
さ
れ
て
い
る

企
業
年
金
制
度
（
法
第
四
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
企
業
年
金
制
度
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
九
条
の
二

に
お
い
て
同
じ
。）又
は
退
職
手
当
制
度
で
あ
っ
て
法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
資
産
管
理
機
関
が
当
該
企

業
年
金
制
度
又
は
退
職
手
当
制
度
に
係
る
資
産
の
全
部
又
は
一
部
の
移
換
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
も
の
が
適
用
さ
れ

て
い
る
者
（
六
十
歳
に
達
し
た
日
の
前
日
が
属
す
る
月
以
前
に
お
い
て
当
該
企
業
年
金
制
度
又
は
退
職
手
当
制
度
が

適
用
さ
れ
て
い
る
期
間
が
あ
る
者
に
限
る
。）と
す
る
。

第
九
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
企
業
型
年
金
加
入
者
と
な
る
者
）

第
九
条
の
二

法
第
九
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
政
令
で
定
め
る
者
は
、
当
該
実
施
事
業
所
に
お
い
て
実
施
さ
れ
、
又
は

実
施
さ
れ
て
い
た
企
業
年
金
制
度
又
は
退
職
手
当
制
度
で
あ
っ
て
法
第
五
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
資
産
管
理

機
関
が
当
該
企
業
年
金
制
度
又
は
退
職
手
当
制
度
に
係
る
資
産
の
全
部
又
は
一
部
の
移
換
を
受
け
た
も
の
が
適
用
さ

れ
て
い
た
者
（
六
十
歳
に
達
し
た
日
の
前
日
が
属
す
る
月
以
前
に
お
い
て
当
該
企
業
年
金
制
度
又
は
退
職
手
当
制
度

が
適
用
さ
れ
て
い
た
期
間
が
あ
る
者
に
限
り
、
六
十
歳
に
達
し
た
日
の
前
日
に
お
い
て
当
該
企
業
型
年
金
の
企
業
型

年
金
加
入
者
で
あ
っ
た
者
を
除
く
。）と
す
る
。

第
六
十
条
第
二
項
中
「
五
十
万
円
」
の
下
に「（
同
項
に
規
定
す
る
継
続
個
人
型
年
金
運
用
指
図
者
に
あ
っ
て
は
、
二

十
五
万
円
）」を
加
え
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
国
民
年
金
及
び
企
業
年
金
等
に
よ
る
高
齢
期
に
お
け
る
所
得
の
確
保
を
支
援
す
る
た
め
の
国
民
年
金

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
九
十
三
号
）
附
則
第
一
条
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の

日
（
平
成
二
十
六
年
一
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

厚
生
労
働
大
臣

小
宮
山
洋
子

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

非
訟
事
件
手
続
法
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
四
年
七
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

政
令
第
百
九
十
六
号

非
訟
事
件
手
続
法
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
非
訟
事
件
手
続
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
一
号
）
附
則
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を

制
定
す
る
。

非
訟
事
件
手
続
法
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
十
五
年
一
月
一
日
と
す
る
。

法
務
大
臣

滝

実

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

非
訟
事
件
手
続
法
等
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
四
年
七
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

政
令
第
百
九
十
七
号

非
訟
事
件
手
続
法
等
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
非
訟
事
件
手
続
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
一
号
）、
家
事
事
件
手
続
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

五
十
二
号
）
及
び
非
訟
事
件
手
続
法
及
び
家
事
事
件
手
続
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平

成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
関
係
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

健
康
保
険
法
施
行
令
（
大
正
十
五
年
勅
令
第
二
百
四
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
十
九
条
の
十
五
を
削
る
。

第
五
十
九
条
の
十
六
第
二
項
中
「
前
三
条
」
を
「
前
二
条
」
に
、「
第
五
十
九
条
の
十
四
」
を
「
前
条
」
に
改
め
、

同
条
を
第
五
十
九
条
の
十
五
と
す
る
。

（
農
業
用
動
産
抵
当
権
実
行
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

農
業
用
動
産
抵
当
権
実
行
令
（
昭
和
八
年
勅
令
第
三
百
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
一
項
中
「
非
訟
事
件
手
続
法
」
を
「
非
訟
事
件
手
続
法（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
一
号
）」に
改
め
、

同
条
第
二
項
を
削
る
。

（
予
算
決
算
及
び
会
計
令
の
一
部
改
正
）

第
三
条

予
算
決
算
及
び
会
計
令
（
昭
和
二
十
二
年
勅
令
第
百
六
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
十
一
条
第
十
一
号
中
「
家
事
審
判
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）」を
「
家
事
事
件
手
続
法
（
平

成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
二
号
）」に
改
め
る
。

（
予
算
決
算
及
び
会
計
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
四
条

前
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
予
算
決
算
及
び
会
計
令
第
五
十
一
条
第
十
一
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
非
訟
事
件
手
続
法
及
び
家
事
事
件
手
続
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
整
備

法
」
と
い
う
。）第
三
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
家
事
審
判
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
五
十
二
号
。
第
三
十
一

条
に
お
い
て
「
旧
家
事
審
判
法
」
と
い
う
。）に
基
づ
い
て
調
査
の
嘱
託
を
受
け
又
は
報
告
を
求
め
ら
れ
た
者
（
整
備

法
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
含
む
。）を
家
事
事
件
手
続

法
に
基
づ
い
て
調
査
の
嘱
託
を
受
け
又
は
報
告
を
求
め
ら
れ
た
者
と
み
な
す
。
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